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年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認高知地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 2 件



                      

  

高知国民年金 事案 580 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 52 年４月から 53 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 46年 10月から 51年３月まで 

             ② 昭和 52年４月から 53年３月まで 

私は、20 歳になった昭和 46 年＊月当時はＡ市に居住しており、49 年３

月にＢ町（現在は、Ｃ町）へ住民登録地を移動させるまでＡ市で住民登録

をしていたが、当時、Ｂ町役場職員であった母親が、私が 20 歳になった頃

に同町で国民年金の加入手続を行うとともに、保険料を納付してくれてい

たにもかかわらず、申立期間①及び②が未納とされていることに納得がい

かない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間②について、国民年金受付処理簿における申立人の国民年金手帳

記号番号の払出日（昭和 54 年４月 25 日）及びＢ町の国民年金被保険者名簿

により確認できる昭和 51 年度の過年度保険料の納付日（昭和 54 年３月 31

日）から、申立人の母親は、昭和 54 年３月末頃に申立人の国民年金の加入手

続を行ったものと考えられ、当該時点において、申立期間②は過年度納付が

可能な期間である。 

また、申立人は、「国民年金加入期間に係る保険料は全て母親が納付して

くれた。」と主張しているところ、オンライン記録を見ると、過年度納付さ

れている昭和 51年度から母親が他界する平成 17年 11月までの保険料は、申

立期間②を除いて完納されていることが確認できることから、申立人の国民

年金の加入手続を行った後の母親の納付意識は高かったと認められる上、申

立期間②当時、母親は役場職員であり、父親についても、退職共済年金の受

給権を取得し、厚生年金保険の適用事業所に勤務していたことが確認できる



                      

  

ことから、母親には申立人の国民年金保険料を納付する十分な資力があった

ものと考えられる。 

さらに、申立人の昭和 51 年度の過年度保険料の納付日が昭和 54 年３月 31

日とされていること、及び 53 年４月から同年 11 月までの国民年金保険料が

現年度納付されていることから、申立人の母親は、国民年金の加入手続を行

った時期に当該期間の保険料を納付したものと推認でき、申立人の保険料を

納付するだけの資力を有しながら、納付意識の高い母親が申立期間②の保険

料のみをあえて納付しなかったとは考え難い。 

一方、申立期間①について、申立人は、「母親がＢ町で国民年金の加入手

続及び保険料の納付を行った。」と主張しているところ、戸籍の附票による

と、申立人の住民登録地は、昭和 45年４月 13日からＢ町に転入する 49年３

月 15 日まではＡ市であったため、申立期間①のうち、46 年 10 月から 49 年

２月までの期間については、制度上、Ｂ町において、申立人の国民年金の加

入手続及び保険料の納付を行うことはできない。 

また、前述の申立人の母親による国民年金の加入手続時点（昭和 54 年３月

末頃）において、申立期間①は時効により納付することができない期間であ

るため、Ｂ町において、申立期間①の保険料を納付するには、第３回の特例

納付（昭和 53 年７月から 55 年６月まで）によることとなるが、特例納付さ

れた場合に保存することとされている申立人に係る特殊台帳は無く、特例納

付の記録は確認できない。 

さらに、申立人は国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与しておらず、

保険料を納付していたとされる母親は他界しているほか、父親も高齢（95

歳）のため聴取が困難であることから、申立期間①に係る保険料の納付状況

等が不明である。 

加えて、申立人の母親が申立期間①の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間①の国民

年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、昭和 52 年４月から

53年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



高知厚生年金 事案 663 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在はＢ社が承継）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 25 年 12 月 30 日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25年 12月 30日から 26年２月 20日まで 

    私は、昭和 24 年にＡ社Ｃ営業所に入社後、同社本社へ転勤以降も 28 年

に退社するまで同社に継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間が

厚生年金保険に未加入とされているので、厚生年金保険被保険者期間とし

て認めてほしい。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の子が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社（Ｄ事業所）から提出のあった履歴書及び同社の回答から判断すると、

申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 25 年 12 月 30 日にＡ社Ｃ営業所から

同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 26 年２月のＡ社

に係る社会保険事務所（当時）の記録から、8,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料の納付義務を履行したか否か

については、事業主は当時の資料が無く不明としており、確認できる関連資

料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 



また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことか

ら、行ったとは認められない。 



高知国民年金 事案 581 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年１月から平成４年８月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年１月から平成４年８月まで 

    私の父親は、昭和 62 年頃、Ａ区役所から郵送されてきた国民年金保険料

の免除申請に係る往復はがきを返送することで国民年金保険料の免除申請

をしてくれた。また、父親は、往復はがきによる免除申請から約１年後に

もＡ区役所に電話し、その電話により免除申請してくれていたにもかかわ

らず、申立期間が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親は、「昭和 62 年頃、Ａ区役所から郵送されてきた往復はがき

により免除申請を行った。」と述べているところ、オンライン記録における

申立人の前後の番号の国民年金第３号被保険者新規資格取得処理日から、申

立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 63 年 10 月頃にＢ市において払い出さ

れたものと推認でき、申立人の母親は、「申立人の妹が成人式を迎えた平成

元年１月当時は、Ｂ市の府営住宅に居住していた。」と述べていることから、

制度上、申立人の父親が主張する時期（昭和 62 年頃）に、住民登録地ではな

いＡ区から免除申請に係る書類（往復はがき）は送付されず、免除申請は行

えなかったものと考えられる。 

また、申立人の父親は、免除申請に係る供述内容が変遷するなど、申立人

の申立期間当時の国民年金の加入手続及び免除申請に関する記憶は明確でな

く、申立人の父親以外、申立人の免除申請に関する供述が得られないことか

ら、申立期間に係る免除申請状況が不明である。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す

関連資料（免除決定通知書等）は無く、ほかに申立期間の保険料が免除され

ていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認める

ことはできない。 



高知厚生年金 事案 664 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

     住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32年８月 25日から 35年 12月 31日まで 

    Ａ社で勤務した期間について、年金機構の記録では脱退手当金を受給し

たことになっているが、私は、脱退手当金を請求した記憶も受給した記憶

も無いので、申立期間の脱退手当金支給記録を取り消してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に勤務したＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

記載されている申立人を含む前後の被保険者 104 人について、オンライン記

録により脱退手当金の支給状況を確認したところ、同社の厚生年金保険の被

保険者期間のみで脱退手当金の受給要件を満たしている女性 47 人のうち、資

格喪失後１か月以内に厚生年金保険の被保険者資格を再取得している６人を

除く 41 人中 38 人に脱退手当金の支給記録が確認でき、当該脱退手当金受給

者のうち 37 人については、同社での資格喪失日から６か月以内に支給決定さ

れていることなどから、当時、同社では脱退手当金の代理請求手続を行って

おり、申立人の脱退手当金についても、同社が代理請求した可能性が高いも

のと考えられる。 

また、申立期間に係る脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、厚生

年金保険の被保険者資格の喪失日から約２か月後の昭和 36 年２月 28 日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがわれない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



高知厚生年金 事案 665 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年４月 30日から 36年３月 21日まで 

    Ａ社Ｂ工場に勤務した申立期間について、脱退手当金を支給済みとされ

ているが、私は、脱退手当金を受給するための手続をした記憶も受給した

記憶も無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に勤務していたＡ社Ｂ工場の健康保険厚生年金保険事業

所別被保険者名簿に記載されている申立人を含む前後の被保険者 200 人につ

いて、オンライン記録により脱退手当金の支給状況を確認したところ、ⅰ）

当時の脱退手当金の受給要件を満たさない者、ⅱ）同社Ｂ工場での厚生年金

保険の資格喪失日が申立人の資格喪失日（昭和 36 年３月 21 日）の前後それ

ぞれ３年以上の者、ⅲ）同社Ｂ工場での資格喪失後、１年以内に厚生年金保

険に再加入した者を除いた 58 人全員（申立人を含む）に脱退手当金の支給記

録が確認でき、その全員が資格喪失日から５か月以内に支給決定されている

ことなどから、当時、同社では脱退手当金の代理請求手続を行っており、申

立人の脱退手当金についても、同社が代理請求した可能性が高いものと考え

られる。 

また、脱退手当金の支給記録が確認できる同僚で連絡可能な 19 人のうち、

回答のあった５人は、脱退手当金を受給したことを記憶しており、このうち、

同僚１人は、「脱退手当金は退職時にもらった。皆もらっていたので、脱退

手当金は退職時にもらうものだと思っていた。」と供述しており、代理請求

については、同僚２人が「脱退手当金の請求は自分でしていないので、会社

が請求してくれたと思う。」と供述している。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（以下「旧台帳」という。）



には、脱退手当金を裁定するために必要となる標準報酬月額等について、当

時、旧台帳を保管していた社会保険庁（当時）が脱退手当金の裁定を行う社

会保険事務所（当時）に対し、旧台帳の写しを送付したことを示す「回答

済」の押印が確認できることから（回答日は昭和 36 年５月 22 日）、同事務

所において脱退手当金の裁定事務が行われ、当該回答日から 19 日後の昭和

36 年６月 10 日に脱退手当金が支給決定されている上、その支給金額に計算

上の誤りは無いことなど、申立人の申立期間に係る脱退手当金の支給に係る

一連の事務処理に不自然さはうかがわれない。  

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 




